
Ⅰ　多摩市居住支援協議会セミナー開催報告

■日時・会場

令和元年１１月１９日（火）　１４：００～１５：５０　　関戸公民館8階　大会議室

■ 目的

新たな住宅セーフティネット制度の周知、普及を図り、今後東京都及び多摩市でのセーフティネット住宅の

登録獲得につながることを目的とした。また、現在の賃貸市場で生じている様々な課題や対応策を考える

ことで、住宅確保要配慮者の受け入れに対する理解を求めるとともに、多摩市住替え・居住支援協議会

の取組内容や、（仮称）お部屋探しサポート協力店制度、会則方式の協議会移行についての周知を


目的とした。今年度は、昨年度に引き続き不動産管理会社及び不動産オーナーを対象とする他、

令和３年度以降の居住支援協議会の会員として加入が期待できる福祉関係団体及び東京都居住支援

法人を対象に加え、講演を行った。

■講演内容

講演１ 『新たな住宅セーフティネット制度について』　　１４：１０～１４：３５

内容 ： 平成29年10月25日に改正された、改正住宅セーフティネット法及び国土交通省が

作成・管理している「セーフティネット住宅情報提供システム」の東京都における

セーフティネット住宅登録方法・状況等と合わせて、詳しく説明。

講師 ： 東京都 住宅政策本部 住宅企画部　民間住宅課　主事　石塚　丈流　氏

講演２ 『多摩市住替え・居住支援協議会の取組内容について』　　１４：３５～１４：５５

内容 ： 平成29年5月に設立した、多摩市住替え・居住支援協議会の現在の取組内容や今後の

協議会の方向性、新たに設立予定の『お部屋探しサポート制度』について説明。

講師 ： 多摩市　都市整備部　都市計画課　住宅担当　主任　江澤　宏幸

講演３ 『高齢化社会の賃貸市場への影響と対応策』　　１５：０５～１５：４５

内容 ： 高齢化社会が賃貸経営に与える影響を解説すると共に、高齢者を受け入れるための

リスク低減策をホームネットグループの居住支援法人としての取組と合わせて説明。

講師 ： ホームネット株式会社　居住支援サービス事業部　営業課　課長　種田　聖　氏

※他、事務局より、連続講座２、３のご案内をした。

■ 参加者数

セミナー参加者 ： 名

うち 事前申込出席者： 名

当日出席者 ： 名

（予約無し）

■周知方法

： たま広報・公式ホームページ掲載

： 申込受付開始

： 市内不動産管理会社92社・市内に賃貸物件を所有する不動産オーナー1,241名、

福祉関係法人7法人、都内居住支援法人20法人、合計1360通にダイレクトメールを送付

： 東京都内区市住宅政策部署へメールによる周知

： 申込〆切

Ⅱ　今後の課題・考察

　今年度は、昨年度同様、不動産管理会社及び不動産オーナーを対象とする他、令和３年度以降の居住支援

協議会の会員として加入が期待できる福祉関係団体及び東京都居住支援法人を対象に加え案内を送付した

が、参加者は41名と、郵送数に対して参加者数の割合が、3%に留まる参加であった。（他5名は自治体職員他）

　アンケート調査結果の集計から、「協議会から住宅確保要配慮者の入居に関して協力要請を受けた場合」に

対しての回答で、「メリットやデメリットが分かったら協力しても構わない」以上の回答が56％と約半数の方から、

前向きな回答を頂いたことにより、来年度より開始予定の（仮称）お部屋探しサポート協力店制度に対して、

セミナー参加者は肯定的な考えを持っていることが分かった。

　一方、「協議会への参画に関して協力要請を受けた場合」に対しての回答で、「メリットやデメリットが

分かったら協力しても構わない」以上の回答が41％と、半数に満たない結果となった。会則方式への移行は、

令和3年度からを予定しており、それまでの期間に協議会への参画を検討してもらうための普及啓発活動を

行っていくことが必要であると考える。

普及啓発事業実績報告（令和元年度第４回多摩市住替え・居住支援協議会） 資料３-２
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【アンケート概要】

■ 目的

セミナー参加者の講演内容の具体的な参考状況の調査及び次年度以降の開催に向けた講演内容の

ニーズ把握を目的にアンケート調査を実施した。また、住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居に

関して、必要と思われる入居支援・生活支援の調査及び不動産オーナー・不動産管理会社の今後の

協力意向を把握するため、実施した。

■ 対象者・記入方式

セミナー参加者を対象に、無記名方式で実施

■ アンケート調査回収結果（参加者数･回収数には講師を含む）

【調査結果】

■ 問１ 回答される方の属性について、あてはまる項目１つに

○をご記入ください

■ 問２ 本日はどちらよりお越しいただきましたか？

あてはまる項目１つに○をご記入ください

■ 問３ 本日のセミナーの講演内容は参考になりましたか？あてはまる項目１つに○をご記入ください

【講演１】 『新たな住宅セーフティネット制度について』

【講演２】 『多摩市住替え・居住支援協議会の取組内容について』

【講演３】 『高齢化社会の賃貸市場への影響と対応策』
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多摩市居住支援セミナー【アンケート調査報告】 

回答者属性 参加者数 参加割合 回収数 回収率

不動産管理会社 16 35% 8 50%
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■ 問４ どのような内容が参考になりましたか。あてはまる項目全てに○をつけてください

■ 問５ 住宅確保要配慮者が賃貸住宅へ円滑に入居するために、どのような制度や支援等が必要と

思われますか。あてはまる項目に○をご記入ください。

■ 問６ 今後、多摩市住替え・居住支援協議会から住宅確保要配慮者の入居に関して協力をお願いした際、

ご賛同いただけますか？

■ 問７ 今後、多摩市住替え・居住支援協議会から協議会への参画の協力をお願いした際、

ご参画いただけますか？

■ 問８ 多摩市内において、住宅確保要配慮者に対する入居支援等を行うことに対して、

ご意見あればご記入ください。

・ 今回のセミナーの様な周知活動の継続と、庁内の情報共有は重要。

役所で相談を受けたらＳＮ住宅を調べる。ダメなら居住支援法人と連携する習慣付け。

・ 見まもっTELに対しての費用助成制度等。
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Ⅱ．普及啓発用パンフレットの更新

■主な更新ポイント

Ⅲ．郵送

■送付内容

：

合計 1,360

福祉関係団体

居住支援法人

7

20

　平成29年度に作成した居住支援パンフレットでは、主に住替え・居住支援協議会の事業内容の紹介
を掲載、平成30年度版においては、「新たな住宅セーフティネット制度」の仕組み、制度活用の主なメ
リット、よくある質問に対するQ＆Aを掲載し、制度の普及啓発を目的とした更新を行った。
　令和元年度版については、平成29年度・30年度に協議会で実施した相談事業の実績を紹介するとと
もに、協議会が今後目指す相談事業の体制や令和3年度以降の協議会の体制について掲載すること
で、不動産オーナー及び不動産管理会社へ、住宅確保要配慮者の居住支援に理解を求めた。
　また、住宅セーフティネット制度に関するよくある質問（国土交通省のホームページ）QRコードをパンフ
レットへ掲載し、パソコンやスマートフォンなど自身の端末から容易に調査結果を検索出来るよう工夫し
た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印刷部数：

11/1（金） 居住支援協議会セミナー案内チラシ・令和元年
度版居住支援パンフレットを、定型封筒にて市
内不動産管理会社、不動産オーナー、福祉関係
団体、居住支援法人宛に発送した

発送先 発送数

市内不動産管理会社 92

不動産オーナー
市内 810

市外 431


